
急傾斜地崩壊危険区域指定要領 

平成12年４月１日      

平成14年４月１日一部改正  

平成16年４月１日一部改正  

平成17年２月１日一部改正  

平成20年１月４日一部改正  

令和３年４月１日一部改正  

 

（趣旨） 

第１ この要領は、別に定めるもののほか急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭

和44年7月1日法律第57号。以下「法」という。）第３条第１項の規定により都道府県知事が

指定する土地（以下「急傾斜地崩壊危険区域」という。）の指定基準、指定手続等を定める

ことを目的とする。 

（指定基準） 

第２ 急傾斜地崩壊危険区域の指定は、崩壊するおそれのある法第２条第１項で規定する急傾

斜地で、次の各号に該当するものについて、行うものとする。 

(1) 急傾斜地の高さが５メートル以上のもの。 

(2) 急傾斜地の崩壊により危害が生ずるおそれのある人家が５戸以上あるもの、又は５戸未

満であっても、官公署、学校、病院、旅館等に危害が生ずるおそれのあるもの。 

２ 急傾斜地崩壊危険区域及び被害区域の範囲は別記のとおりとする。 

（指定手続） 

第３ 地域振興局、地区振興事務所又は土木事務所の長（以下「局長等」という。）は管内の

土地について、第２の指定基準に該当すると認める場合は、次に掲げる各号の書類を作成し、

土木部長に提出するものとする。 

  なお、提出部数は正本１部とする。 

 (1)  急傾斜地崩壊危険区域の指定調書（様式１） 

 (2)  急傾斜地崩壊危険区域の概況調書（様式２） 

 (3)  急傾斜地崩壊危険区域土地調書（様式３）  

 (4)  法第３条第１項に規定する当該急傾斜地崩壊危険区域を所管する市町村長の意見書 

 (5)  位置図（５万分の１） 

 (6)  地形図 

 (7)  横断図 

 (8)  字図（及び標柱位置に係る登記簿の写し） 

 (9)  指定区域の状況を把握できる写真 

 (10) 居住世帯一覧表（様式４） 

（区域の指定及び公示） 

第４ 土木部長は、第３の提出に基づいて急傾斜地崩壊危険区域として指定をするときは、法

第３条第３項の規定に基づき県公報に登載するとともに、その旨を市町村長、局長等に通知

するものとする。 

 

 



（関係行政機関との協議） 

第５ 急傾斜地崩壊危険区域の指定については次の事項に留意のうえ指定するものとする。 

 (1) 漁港法（昭和25年法律第137号）第６条の規定により市町村長、都道府県知事又は農林

水産大臣が指定した漁港区域については、あらかじめ当該漁港区域管理者に協議するこ

と。 

 (2) 海岸法（昭和31年法律第101号）第３条に規定する海岸保全区域については、あらかじ

め同法第５条に規定するそれぞれの管理者に協議すること。（この場合において、当該

海岸保全区域が農林水産省所管に係るものであるときは、海岸保全区域を掌握する都道

府県の農地担当部局又は漁港に係る海岸保全区域の管理を担当する部局） 

 (3) 国有林野の管理経営に関する法律（昭和26年法律第246号）、森林法（昭和26年法律第249

号）、保安林整備臨時措置法（昭和29年法律第84号）地すべり等防止法（昭和33年法律第

30号）等に係る下表の左欄に掲げる区域については、あらかじめ同表の右欄に掲げる者に

協議すること。 

 

国有林野の管理経営に関する法律第２

条に  規定する国有林野及び公有林野等

官行造林地  

所管森林管理局 

森林法第25条の規定により指定された

保安林（以下「保安林」という。）、同法

第41条の規定により指定された保安施設

地区（以下「保安施設地区」という。）、

同法第29条の規定による保安林予定森

林、同法第44条において準用する同法第

29条の規定による保安施設地区予定地、

保安林整備臨時措置法第２条に規定する

保安林整備計画による保安林指定計画地

及びその他の森林でこれらに準ずるもの 

直轄治山事業施行区域又は同施行予

定区域にあっては、所管森林管理局、そ

の他の民有林にあっては都道府県の林

野担当部局 

地すべり等防止法第３条の規定により

指定された地すべり防止区域 

当該区域を所掌する都道府県の農地

担当部局又は林野担当部局 

海岸法第３条第１項の規定により指定

された海岸保全区域（(2)に規定する場合

を除く。） 

当該区域を所掌する都道府県の農地

担当部局又は漁港に係る海岸保全区域

の管理を担当する部局 

農用地又は農業用施設が存在する区域 都道府県の農地担当部局 

                                                                 

 (4) 港湾法（昭和25年法律第218号）第37条の2第1項に規定する港湾隣接地域については、あ

らかじめ港湾管理者に協議すること。 

 (5) (1)から(4)までの場合において、漁港区域、海岸保全区域、港湾隣接地域、保安林、保

安施設地区、保安林予定森林又は保安施設地区予定地、地すべり防止区域については、そ

れぞれの管理者において急傾斜地の崩壊による災害の防止に十分に配慮するものとされ

ているので、原則として指定しないものとすること。 

    なお、この場合において、水域は急傾斜地崩壊危険区域には含まれないものとすること。 

 (6) 鉄道用地若しくは軌道用地又は飛行場については、あらかじめ運輸局長又は地方航空局



長に協議すること。 

   なお、急傾斜地崩壊危険区域においては、経済産業省において、指定の趣旨を十分に配

慮し、鉱業法（昭和25年法律第289号）第24条及び採石法（昭和25年法律第291号）第33条

の2の規定の趣旨を十分に尊重して運用することとされているので、あらかじめ、関係経済

産業局長に協議することとし、指定したときは、関係鉱山保安監督局長又は鉱山保安監督

部長に速やかにその旨を通知すること。 

２ 前項の(1)から(4)まで、及び(6)の協議については、関係市町村長の意見を聞く前に、次に

掲げる事項を記載した書面及び図面をもって行うものとする。 

 (1)  急傾斜地崩壊危険区域を指定しようとする理由（書面） 

 (2)  急傾斜地崩壊危険区域として指定しようとする区域（以下「予定区域」という。）の所

在地及び面積並びに予定区域にある急傾斜地の所在地、高さ、幅、土質及び面積（図面） 

 (3) 関係人家の数及び分布状況、予定区域内の建物、各種施設の種類、数及び分布状況、農

地の分布状況（図面） 

 (4)  予定地域内にある前項の(1)から(4)まで、及び(6)の協議を要する地域の所在地（図面） 

 (5) 予定地域に法第4条の規定に基づく現地調査が行われている場合はその調査結果の概要

（書面） 

 (6)  急傾斜地崩壊防止工事の計画がある場合には当該計画の内容、施行主体及び施行時期

（書面） 

  

附則 

  この要領は、平成１２年４月１日から実施する。 

附則 

 この要領は、平成１４年４月１日から実施する。 

附則 

 この要領は、平成１６年４月１日から実施する。 

附則 

 平成１６年に発生した新潟県中越地震により被災し、平成１７年２月１日付け国河保第６８

号による特例措置を適用する地区に対し、この要領を以下のとおり変更し適用する。 

１ 第２中「崩壊するおそれのある法第２条第１項で規定する急傾斜地で」とあるのは「平 成

１６年発生の新潟県中越地震により、崩壊するおそれのある法第２条第１項で規定す る急

傾斜地で」と読み替える。 

２ 第２(1)中「急傾斜地の高さが５メートル以上のもの。」とあるのは「急傾斜地の高 さが

５メートル（人家等に実際の被害があり、且つ、周辺住民に２次的被害を生じる恐 れがあ

るものについては３メートル）以上のもの。」と読み替える。 

３ 第２(2)の次に次の１項を加える。 

 (3) 河川・水路（排水施設を含む）、道路（迂回路のない連絡道等を含む）、鉄道、公園・  緑

地その他の公共空地、水道施設、電気・ガス供給施設、市町村地域防災計画に位置づけられ

ている避難路又は避難場所等の公共施設等に著しい被害を及ぼすおそれのあるもの。 

 この要領は、平成１７年２月１日から実施する。 

 

附則（平成２０年１月４日砂第３９１号一部改正） 

 平成１９年に発生した新潟県中越沖地震により被災し、急傾斜地崩壊対策事業を実施する必



要がある地区に対し、この要領を以下のとおり変更し適用する。 

１ 第２中「崩壊するおそれのある法第２条第１項で規定する急傾斜地で」とあるのは「平成

１９年発生の中越沖地震により、崩壊するおそれのある法第２条第１項で規定する急傾斜地

で」と読み替える。 

２ 第２(1)中「急傾斜地の高さが５メートル以上のもの。」とあるのは「急傾斜地の高さが５

メートル（人家等に実際の被害があり、かつ、周辺住民に２次的被害を生じるおそれがある

ものについては３メートル）以上のもの。」と読み替える。 

 

この要領は平成２０年１月４日から実施する。 

 

附則  

 この要領は令和３年４月１日から実施する。 

 

 



(1)急傾斜地崩壊危険区域の指定調書 

 

（様式 １） 

 

                                                                         番     号 

                                                                         年  月  日 

 

    土 木 部 長  様 

 

（局 長 等）        

 

急傾斜地崩壊危険区域の指定について 

 

  下記地区について急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１項の規定により急傾斜 

 地崩壊危険区域として指定されるよう関係書類を提出します。 

 

記 

 

 

 

 

 

 

 

急 傾 斜 地 崩 壊 

危 険 区 域 名 
所  在  地

 
 

指定面積
 

 

 

指定する理由の概要
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

郡  町 

       大字  字 

市  村 

 

 

 

 

 

 

    

 

記入上の注意 

 1 指定を要する土地ごとに作成すること。 

 2 「急傾斜地崩壊危険区域名」及び「所在地」には、ふりがなをつけること。 

 3 「指定する理由の概要」欄には地形、地質、被害状況、効果等について記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(2)急傾斜地崩壊危険区域の概況調書 

 

（様式 ２） 

 

急傾斜地崩壊危険区域の概況調書 
 

 
 

 

 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 

 

 

 
 

 

 
 

 
 

 

 

急傾斜地崩壊危険区域名 
 

 

自然ガケの別 

人工ガケ 

 

 

 

 
 

 

 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 

 

 

 
 

 

 
 

 
 

 

 

同 上  所在地 
        郡      町 

    
        市      村 大字  字

 
面 積 

 

 

 
 

区      分 
 
 

土  地  面  積 家屋 建 築 物 公 共 施 設 

耕地 林地 宅 

 

地 

道 

 

路 

河 

 

川 

そ

の

他
 

 

計
 

 

 

住
 

 

宅
 

 

そ
 

の
 

他
 

 

官
 

公
 

署
 

 

学
 

 

校
 

 

病
 

 

院
 

 

神 

社 

仏 

閣 

そ
 

の
 

他
 

 

 

道路
 

 

 

 

その他
 

 

 

 
田 
 

 
畑 
 

国 
有 
地 

民 
有 
地 

急傾斜地崩

壊危険区域

の概況 

急 傾 斜 地                   

誘発助長区域                   

計                   

被害区域の

概況 

急傾斜地崩壊

危 険 区 域 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

同 上 区 域 に 

隣接する区域 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

計                   

急傾斜地崩壊

危 険 区 域 の 

地形及び地質 

     地   形   地   質 過 去 の 

崩壊状況 

発生年月日   崩壊の状況 

傾斜度  高さ  延長  種類 地層の深さ  
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既 設 の 崩 壊 

防止施設 

 種 類  管理者  所有者    構  造 
 数

 量 
 竣工年月日   備   考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 他法による指定区域 

 との重複関係 

 

 

 その他参考事項  

 

記入上の注意 

 1 面積については 0.01 アール未満の端数は四捨五入とする。 

 2 建築物は、その種別（例：高校（高）、小学校（小）、町立病院（町）、私立病院（私）とする）と数

を記入すること。 

    ホテル、旅館及びこれに類するものはその他の欄に記入すること。 

 3 「公共施設」の「道路」の欄には種別（例：国道（国）、県道（県）、市道（市）、町道（町）、村道

（村）、私道（私）とする）と１日の交通量、幅員、延長を記入すること。 

 4 「公共施設」の「その他」の欄には鉄道、橋梁、河川で 3 に準じて記入すること。 

 5 「地形」欄の傾斜度は急傾斜地の平均勾配、高さは急傾斜地の直高を記入すること。 



(3)急傾斜地崩壊危険区域土地調書 

 

（様式 ３） 

 

急傾斜地崩壊危険区域土地調書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 急傾斜地崩壊 

 危険区域名 

 
郡 市

  町 村
  大字

    字  地番及び標柱番号
    備  考

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 次に掲げる地番の土地に

存する標柱１号から○号ま

でを順次結んだ線及び標柱

○号と１号を結んだ線に囲

まれた区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地  番  標柱番号 

 

 

 

 

 

 

記入上の注意 

 1 「地番及び標柱番号」欄には、地番及びその地番に存する標柱の番号を記入すること。 

  
 

(4)位置図 

 1 位置図は国土地理院発行のものとする。 

 2 指定区域は赤色ぼかしとし、区域名と指定面積を記入すること。 

 

(5)地形図 

 1 実測平面図であることを原則とし、縮尺は 600 分の 1～1,000 分の 1 とする。 

 2 図面には図名、縮尺、所在地、区域名を記入する。 

 3 記入する事項、色彩、記号は次のとおりとする。 

 急 傾 斜 地 

 誘発助長区域 

 被 害 区 域 

赤色ぼかし 

薄茶色 

緑色ぼかし 

 崩  壊  面 

 河     川 

 道     路 

薄茶色 

青色 

茶色 

 人     家 

 その他公共建物 

 

 

 

  

  

 

 4 人家には一連番号を附し、別紙居住世帯一覧表と付合するようにすること。 

 5 写真の位置及び方向並びに横断面図の測点を記入する。 

 

(6)横断図 

 1 区域の代表的な断面を急傾斜地と保全対象人家との状況が判別できるようにする。 

 2 急傾斜地の高さ、急傾斜地崩壊危険区域及び被害区域の範囲を記入する。  



(7)字図 

 1 不動産登記法第１７条に規定する地図に基づいて作成するものとし、縮尺は 600 分の 1 程度とする。 

 2 大字界、小字界を写しとり、更に標柱周辺部の筆界を写しとり字名、地番を記入する。 

 

 

(8)写真 

 1 急傾斜地崩壊危険区域に指定する急傾斜地の現況を把握し得る全景及び部分写真を数枚添付すること。 

 2 写真の大きさは手札判以上とすること。 

 

 

(9)居住世帯一覧表 

 

（様式 ４） 

 

居  住  世  帯  一  覧  表 
 

 

 

 

 

 

 

番 号
 

世  帯  主  名
 

家 族 数
 

摘       要
 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

    

    

    

 

 

記入上の注意 

 1 家族数は世帯主も含めた人数とする。 

 2 摘要欄には、崩壊による危険の度合い、防災施設のあるときはその状況など参考事項を記入する。 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記 
 

急傾斜地崩壊危険区域の範囲について 
                                                                    （別図 1～3 を参照） 
 
１ 被害区域の構成 
                急傾斜地上部の被害区域（誘発助長区域を含む） 
    被害区域   急傾斜地 
                急傾斜地下部の被害区域（誘発助長区域を含む） 
 
２ 急傾斜地崩壊危険区域の構成（指定区域） 
                            誘発助長区域（急傾斜地の上部に隣接する区域） 
    急傾斜地崩壊危険区域    急傾斜地 
                            誘発助長区域（急傾斜地の下部に隣接する区域） 
 
３ 区域の範囲 
  (1) 急傾斜地 
      傾斜度が 30 度以上である土地 
  (2) 上・下部の被害区域 
      被害区域は、地形・地質ならびに災害実例等を勘案して決定するが、次の値を標準とする。 
     ア 急傾斜地上部の被害区域 
         急傾斜地の上端から水平距離が 10ｍ以内の土地の区域 
     イ 急傾斜地下部の被害区域 
         急傾斜地の下端から水平に急傾斜地直高の２倍以内で 50ｍを越えない距離の範囲の

区域 
     
  (3) 誘発助長区域 
      誘発助長区域は、地形・地質・土地の利用状況並びに災害実例等を勘案し、必要最小限の

範囲とするが、次の値を標準とする。 
   ア 急傾斜地上部の誘発助長区域 
         急傾斜地直高の２分の１以上で１倍以内の距離とする。 
     イ 急傾斜地下部の誘発助長区域 
         急傾斜地直高の２分の１以内の距離の範囲とする。 
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